
投資者の皆さまへ Monthly Fund Report

信託期間 ： 2002年3月28日　から　無期限 基　準　日 ：
決算日 ： 毎年7月10日 回次コード ：

※過去の実績を示したものであり、将来の成果を示唆・保証するものではありません。
≪基準価額・純資産の推移≫

当初設定日（2002年3月28日）～2018年3月30日

期間別騰落率
期間
1カ月間
3カ月間
6カ月間
1年間
3年間
5年間
年初来
設定来

※「分配金再投資基準価額」は、分配金（税引前）を分配時にファンドへ再投資したものとみなして計算しています。

※基準価額の計算において、運用管理費用（信託報酬）は控除しています（後述のファンドの費用をご覧ください）。

※「期間別騰落率」の各計算期間は、基準日から過去に遡った期間とし、当該ファンドの「分配金再投資基準価額」を用いた騰落率を表しています。

※実際のファンドでは、課税条件によって投資者ごとの騰落率は異なります。また、換金時の費用・税金等は考慮していません。

≪分配の推移≫ ≪主要な資産の状況≫ ※比率は、純資産総額に対するものです。

（100口当たり、税引前）
資産別構成

組入上位10銘柄

トヨタ自動車
分配金合計額 三菱UFJフィナンシャルG

ソフトバンクグループ
日本電信電話
ソ ニ ー
三井住友フィナンシャルG
キーエンス
本田技研
任 天 堂
ファナック

※先物の建玉がある場合は、資産別構成の比率合計欄を表示していません。

※バーゼル規制（金融機関の自己資本比率規制）等のリスク算定が必要の際は販売会社にご連絡ください。

ダイワ上場投信－トピックス・コア３０

追加型投信／国内／株式／ETF／インデックス型
2018年3月30日

5854

2018年3月30日現在

純資産総額 19億円
基準価額 76,755 円

-4.7 % -5.7 % 

ファンド TOPIX Core30

TOPIX Core30 764.21

-3.4 % -4.4 % 

+2.2 % +1.0 % 
+11.0 % +8.5 % 
+5.4 % -1.6 % 

+55.8 % +39.8 % 
-4.7 % -5.7 % 

+26.3 % -5.4 % 

決算期（年/月） 分配金
株式 業種別構成 合計97.6%

資産 銘柄数 比率 東証33業種名 比率
第1～4期 合計： 1,862円 国内株式 30 97.6% 電気機器 21.5%

第5期 (06/07) 1,699円 国内株式先物 1 2.4%
第6期 (07/07) 491円 不動産投資信託等 --- ---

輸送用機器 18.5%
情報・通信業 14.8%
銀行業 13.9%

31 ---
1,524円 コール・ローン、その他 2.4%第7期 (08/07)

第9期 (10/07) 1,014円 株式 市場・上場別構成
第8期 (09/07) 1,419円 合計

合計97.6% 陸運業
1,170円 一部（東証・名証） 97.6% 卸売業

医薬品 4.6%
4.6%
4.6%

第11期 (12/07) 1,210円 二部（東証・名証） --- その他製品 3.8%
第10期 (11/07)

第12期 (13/07) 2,120円 新興市場他 --- 化学 2.5%
第13期 (14/07) 1,350円 その他
第14期 (15/07) 1,480円 合計50.6%

--- その他 8.9%

東証33業種名 比率
10.8%

第15期 (16/07) 1,520円
第16期 (17/07) 980円 輸送用機器

銘柄名

設定来： 17,839円 銀行業 6.3%
情報・通信業 4.6%

※分配金は、収益分配方針に基づいて委託会社が決
定します。あらかじめ一定の額の分配をお約束するもの
ではありません。分配金が支払われない場合もあります。

情報・通信業 4.5%
電気機器 4.5%
銀行業 4.3%
電気機器 4.3%

電気機器 3.4%
3.8%

※当ファンドはTOPIX Core30をベンチマークとしていますが、同指数を上回る運用成果を保証するものではありません。

※グラフ上のTOPIX Core30は、グラフの起点時の基準価額に基づき指数化しています。

■当資料は、ファンドの状況や関連する情報等をお知らせするために大和投資信託により作成されたものです。当ファンドは、値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価
額は大きく変動します。したがって投資元本が保証されているものではありません。後述の当資料のお取り扱いにおけるご注意をよくお読みください。

輸送用機器 4.3%
その他製品
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≪組入銘柄一覧≫

3
4
5
6
7
8
9

※　後述の当資料のお取り扱いにおけるご注意をよくお読みください。

2018年3月30日現在

評価金額（円） 組入比率
215,670,000 10.7919%

No. 銘柄コード

1 7203 トヨタ自動車 31,600
銘柄名 数量（株）

2 8306 三菱UFJフィナンシャルG 179,400

89,670,000 4.4870%
3 9984 ソフトバンクグループ 11,500

125,041,800 6.2569%
91,425,000 4.5748%

89,540,400 4.4805%
4 9432
5 6758 ソ ニ ー 17,400

日本電信電話 18,300

6 8316 三井住友フィナンシャルG 19,400

85,644,000 4.2855%
7 6861 キーエンス 1,300

86,485,200 4.3276%
85,852,000 4.2959%

74,976,000 3.7517%
8 7267
9 7974 任 天 堂 1,600

本田技研 23,400

10 6954 ファナック 2,500

62,479,500 3.1264%
11 8411 みずほフィナンシャルＧ 348,200

67,400,000 3.3726%
66,645,480 3.3349%

53,942,000 2.6992%
12 9433
13 7751 キヤノン 14,000

ＫＤＤＩ 23,000

14 8058 三菱商事 18,000

49,756,800 2.4898%
15 9437 ＮＴＴドコモ 18,900

51,516,000 2.5778%
51,341,850 2.5691%

49,522,500 2.4780%
16 4502
17 4063 信越化学 4,500

武田薬品 9,600

18 2914 日本たばこ産業 16,100

48,132,000 2.4085%
19 3382 セブン&アイ・HLDGS 10,700

49,362,600 2.4700%
48,834,800 2.4436%

47,789,600 2.3913%
20 ---
21 6501 日 立 62,000

ＣＯＲＥ  先物  ３００６月 63

22 9020 東日本旅客鉄道 4,700

45,929,500 2.2983%
23 9022 東海旅客鉄道 2,300

46,351,400 2.3194%
46,299,000 2.3167%

45,173,700 2.2604%
24 8766
25 6752 パナソニック 29,700

東京海上ＨＤ 9,700

26 4503 アステラス製薬 26,700

39,339,000 1.9685%
27 8031 三井物産 21,700

43,093,800 2.1564%
39,548,250 1.9789%

34,351,350 1.7189%
28 6981
29 8802 三菱地所 19,100

村田製作所 2,700

30 7201 日産自動車 30,600
31 6902 デンソー 5,800

33,782,400 1.6904%
33,756,000 1.6891%
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※　後述の当資料のお取り扱いにおけるご注意をよくお読みください。

・TOPIX Core30の指数値ならびにTOPIXおよびCore30の商標は、株式会社東京証券取引所（以下「（株）東京証券取引所」とい

う。）の知的財産であり、株価指数の算出、指数値の公表、利用などTOPIX Core30に関するすべての権利・ノウハウならびに

TOPIXおよびCore30の商標に関するすべての権利は（株）東京証券取引所が有する。

・（株）東京証券取引所は、TOPIX Core30の指数値の算出もしくは公表の方法の変更、TOPIX Core30の指数値の算出もしくは

公表の停止またはTOPIXおよびCore30の商標の変更もしくは使用の停止を行なうことができる。

・（株）東京証券取引所は、TOPIX Core30の指数値ならびにTOPIXおよびCore30の商標の使用に関して得られる結果ならびに特

定日のTOPIX Core30の指数値について、何ら保証、言及をするものではない。

・（株）東京証券取引所は、TOPIX Core30の指数値およびそこに含まれるデータの正確性、完全性を保証するものではない。ま

た、（株）東京証券取引所は、TOPIX Core30の指数値の算出または公表の誤謬、遅延または中断に対し、責任を負わない。

・「ダイワ上場投信－トピックス・コア３０」は、（株）東京証券取引所により提供、保証または販売されるものではない。

・（株）東京証券取引所は、「ダイワ上場投信－トピックス・コア３０」の購入者または公衆に対し、「ダイワ上場投信－トピック

ス・コア３０」の説明、投資のアドバイスをする義務を負わない。

・（株）東京証券取引所は、当社または「ダイワ上場投信－トピックス・コア３０」の購入者のニーズを、TOPIX Core30の指数値

を算出する銘柄構成、計算に考慮するものではない。

・以上の項目に限らず、（株）東京証券取引所は「ダイワ上場投信－トピックス・コア３０」の設定、販売および販売促進活動に起

因するいかなる損害に対しても、責任を有しない。

≪投資リスク≫

≪ファンドの目的・特色≫
 
ファンドの目的 
 

● 信託財産の 1 口当たりの純資産額の変動率を TOPIX Core 30 の変動率に一致させることを目的とします。 
 
ファンドの特色 
 

1． 信託財産の 1 口当たりの純資産額の変動率を TOPIX Core30 の変動率に一致させることを目的として、TOPIX 
Core30 に採用されている銘柄（採用予定を含みます。）の株式に投資します。 

2． 当ファンドは、通常の証券投資信託とは異なる仕組みを有しています。 
●受益権は、東京証券取引所に上場され、株式と同様に売買することができます。 
●追加設定は、株式により行ないます。 
●受益権を株式と交換することができます。 
●収益分配金は、名義登録受益者に対して支払われます。 

※ くわしくは「投資信託説明書（交付目論見書）」の「ファンドの目的・特色」をご覧ください。 
 

 
● 当ファンドは、値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、投資元本が保証さ

れているものではなく、これを割込むことがあります。信託財産に生じた利益および損失は、すべて投資者に帰属し
ます。投資信託は預貯金とは異なります。基準価額の主な変動要因は、以下のとおりです。 

 
「株価の変動（価格変動リスク・信用リスク）」、「その他」 
※一銘柄の組入比率が高くなる場合があります。 
※基準価額の動きが指数と完全に一致するものではありません。 
※ 基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。 
※ くわしくは「投資信託説明書（交付目論見書）」の「投資リスク」をご覧ください。 
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※　後述の当資料のお取り扱いにおけるご注意をよくお読みください。

≪ファンドの費用≫
 

（注）「その他の費用・手数料」については、運用状況等により変動するため、事前に料率、上限額等を示すことができ
ません。 

※ 取得時手数料・交換時手数料について、くわしくは販売会社にお問合わせください。 
※ 手数料等の合計額については、保有期間等に応じて異なりますので、表示することができません。 
※ くわしくは「投資信託説明書（交付目論見書）」の「手続・手数料等」をご覧ください。 
 

投資者が直接的に負担する費用 

 料率等 費用の内容 

取 得 時 手 数 料 
販売会社が 

定めるものとします。 
取得時の商品説明または商品情報の提供、投資情報の提供、取引
執行等の対価です。 

信託財産留保額 ありません。 — 

交 換 時 手 数 料 
販売会社が 

定めるものとします。 
受益権の交換に関する事務等の対価です。 

投資者が信託財産で間接的に負担する費用 

運 用 管 理 費 用 
（ 信 託 報 酬 ） 

毎日、次のイ．の額にロ．の額を加算して得た額 
イ．信託財産の純資産総額に年率 0.2376％（税抜 0.22％）以内を乗じて得た額 
ロ．信託財産に属する株式の貸付けにかかる品貸料に 54％（税抜 50％）以内の率を乗じて得
た額 

その他の費用・ 
手 数 料 

（注） 
監査報酬、有価証券売買時の売買委託手数料、先物取引・オプシ
ョン取引等に要する費用等を信託財産でご負担いただきます。 
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≪当資料のお取り扱いにおけるご注意≫

 

 当資料は、ファンドの状況や関連する情報等をお知らせするために大和投資信託により作成されたもの

です。 

 当ファンドのお申込みにあたっては、「投資信託説明書（交付目論見書）」の内容を必ずご確認のうえ、

ご自身でご判断ください。 

 投資信託は、値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は大きく変動します。したがって、

投資者のみなさまの投資元本が保証されているものではありません。信託財産に生じた利益および損失

は、すべて投資者に帰属します。投資信託は預貯金とは異なります。 

 投資信託は、預金や保険契約とは異なり、預金保険機構・保険契約者保護機構の保護の対象ではありま

せん。証券会社以外でご購入いただいた投資信託は、投資者保護基金の対象ではありません。 

 当資料は、信頼できると考えられる情報源から作成していますが、その正確性・完全性を保証するもの

ではありません。運用実績などの記載内容は過去の実績であり、将来の成果を示唆・保証するものでは

ありません。また、税金、手数料等を考慮していませんので、投資者のみなさまの実質的な投資成果を

示すものではありません。 

 当資料の中で記載されている内容、数値、図表、意見等は資料作成時点のものであり、今後予告なく変

更されることがあります。 

 分配金は、収益分配方針に基づいて委託会社が決定します。あらかじめ一定の額の分配をお約束するも

のではありません。分配金が支払われない場合もあります。 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

販売会社等についてのお問い合わせ 

► 大和投資信託 フリーダイヤル 0120-106212（営業日の9:00～17:00） 

当社ホームページ   

► http://www.daiwa-am.co.jp/ 
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